平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：庁舎管理費
	事業名: 岐阜総合庁舎移転先施設維持管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


                 （この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　総務部　管財課　岐阜総庁移転担当　電話番号：058-272-1111（内2219）

　　　　　　　E-mail：c11116@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：2,874千円
（現計予算額：3,000千円　　　補正後予算額：5,874千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　岐阜総合庁舎は、建築から既に８０年以上を経過し、老朽化著しく耐震性も低いことから、来庁者や職員の安全性を確保するため、平成２４年度末までに庁舎内の７機関をふれあい福寿会館等へ移転することとしていますが、移転先の施設において、円滑な業務運営を可能とするための維持管理を行っていく必要があります。
　そのうち、県民等外部からの電話対応について、平日の勤務時間内においてはふれあい福寿会館の現状と同様に直通電話にて対応することとしていますが、移転する機関の中には迅速な現場対応が必要な土木事務所、保健所等があり、勤務時間外である夜間・休日においても緊急通報等に対応できる体制を整える必要があることから、夜間・休日の電話交換及び緊急連絡業務を同会館の指定管理者に委託します。
	２　所要経費


　・ふれあい福寿会館電話交換等業務委託費：2,874千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　該当ありません。
	２　これまでの取組状況


　岐阜総合庁舎は、大正１３年の本館棟、昭和３３年の新館棟建築からそれぞれ相当年を経過し、老朽化が著しい状態にあります。また、平成１３年度に建物の耐震診断を行ったところ、地震被害を受ける可能性が高いと判定され、その耐震補強や改修工事に多額の経費を要すると見込まれています。
　これらのことから、来庁者及び県職員の安全を確保するため、庁舎内の７機関を岐阜地域内の既存の県有施設に移転させることとし、移転後の建物については、大理石の玄関ホールや特別会議室など歴史的な価値を有する部分を保存し、他の部分は解体することを検討しています。

	３　これまでの取組に対する評価


　各機関の移転先については、県民サービスの維持や移転コストの抑制のため、既存の県有施設を有効活用しつつ、極力一体的に移転させることを検討し、ふれあい福寿会館及びその周辺の岐阜県総合教育センター、シンクタンク庁舎等への移転スペースの確保に努めました。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	補正

要求額
	2,874
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,874

	決定額
	2,874
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,874


